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１ 

（１）２６年度教員年齢構成から 

  小学校（４,５２５人）              中学校（２,７２５人） 

  男 性        女 性              男 性         女 性                     

 

今後１０年間で、現教職員の４０パーセントが退職する見込みである。それに伴 

い、小中学校とも新規採用者数が年々増加することが予想される。そこで、早急に 

教員の資質を向上させる必要があり、中でも若手人材育成が喫緊の課題であるとい 

う認識から、若手教員（初任から３年次まで）の育成環境・研修内容の充実、指 

導体制の整備を図っていかなければならないと考えている。 

  

（２）初任者アンケート結果から 

調査対象者 初任者研修受講者 小学校１４７名 中学校８１名（複数回答） 
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保護者対応や研修記録の整理、他の教職員との関わりにおいて負担や難しさを感じてい

る初任者はいるが、その割合は低い。毎日の授業実践において、多くの者が困り感を感じ

ていることから、授業力向上に向けた研修の充実を図り、授業がきちんとできるようにな

ることが、初任者の精神的な負担軽減につながるものと考えられる。また、小・中学校と

も特別支援教育に関する研修を充実させることで、個に応じた支援のあり方について学ば

せ、自分の授業実践に生かしていく必要がある。 

 

２  

  ○組織的な初任者育成に向けた取組を通して、校内研修の活性・充実に努め、教職員

一人ひとりの資質向上を図る。 

  ○学校全体で初任者を育成する育成環境のあり方について研究を深める。 

  ○初任者の負担軽減を図るための、効果的・効率的な研修内容、実施方法について検 

証する。 

 

３  

  小学校 

  ○複数の教科での教科指導の充実（授業交換による教材研究の時間の確保、充実） 

  ○多学年（1年～６年）に関わらせることによる教科指導における専門性の向上 

  中学校 

  ○生徒による毎時間の授業評価の実践 

  ○板書型指導案による授業づくり 

  ○特別支援教育に関する研修の充実 

 

 

○小中学校とも学習指導において困難や負担を感じている初任者が多い。 

○小学校では、学習規律を徹底させることの難しさ、教科専門力の不足を感じている。 

○中学校では、学習意欲を喚起し、主体的な学習活動を展開することの難しさを感じている。 

○特別な支援を要する児童・生徒の対応に苦慮している初任者が多い。 



４ 

（１） 初任者育成担当者会議 

   ○年間３回（６月、１１月、２月）実施 

   ○出席者：調査研究校校長、指導教員、各市教育委員会指導主事 

   ○協議内容 

    ・各校初任者の育成状況についての情報交換 

    ・初任者育成における校内体制、育成環境、校内研修のあり方 

    ・１年間の取組の成果と課題の検証 

 

（２） １０００日プラン担当者会議 

   ○市教育委員会ごとに年間２回実施 

   ○出席者：調査研究校指導教員、初任から３年次までの教員が在籍している学校にお

いて、人材育成の中核を担う教員、各市教育委員会指導主事、山口県教育

委員会指導主事 

   ○協議内容 

    ・調査研究校の取組についての共通理解 

    ・若手教員育成における現状と課題 

（本人の意欲、指導教員のかかわり、学校組織、育成環境、研修体制等） 

・対応策 

（指導内容の充実、研修意欲を高めるための工夫、効果的な研修内容） 

 

（３） １０００日プラン実践研修会 

   ○市教育委員会ごとに年間２回実施 

   ○出席者：初任から３年次までの教員、各市教育委員会指導主事 

   ○講義及び協議内容 

    ・板書型指導案の書き方 

    ・自己課題解決に向けて(学習指導、生徒指導) 

 

（４） 初任者育成連絡協議会 

   ○出席者：今年度初任者が配置された学校の指導教員（１８０名） 

   ○内容 

    ・調査研究事業における成果と課題 

    ・調査研究校による事例発表（小学校１校 中学校１校） 

    ・山口大学教育学部教授による講演（若手教員の人材育成） 

 

（５） 各校における取組 

調査研究校：小学校７校 中学校７校 計１４校 

      調査研究校の取組を全県に広めるため、地域ごと（７地域）に研究校 

      を指定 

初任者  ：各校に２名を配置（担任１名、副担任１名） 

加配教員 ：自校の初任者２名を指導する。校内において人材育成における中核を 

担うとともに、初任者研修のコーディネート役を務める。 



調査研究の実施概要 

 

①人材育成校内会議の定期的な開催 

○出席者：校長、教頭、教務主任、研修主任、学年主任、指導教員、学校運営協議 

会委員等 

   ○協議内容 

        ・初任者の課題、育成目標、育成方法の共通理解 

     ・人材育成プラン、研修計画の作成 

     ・個人評価票に基づく定期的な評価、指導・支援のあり方 

     ・初任者研修進捗状況の確認 

 

②校内研修の充実 

○学習指導の基本資料（４点セット）の活用 

○板書型指導案による授業づくり 

○中堅・ベテラン教員の授業参観 

○児童・生徒の授業評価による授業改善 

○特別支援教育に関する研修 

○若手教員によるミニ研修会の実施 

 

③地域と連携した人材育成 

○コミュニティ・スクールを活用した人材育成 

 ・定期的な授業参観、授業評価 

 ・ユニット型研修会への参加 
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人材育成校内会議 

～学校の共通課題に基づい 

た授業改善の推進～ 

 

出席者：校長 教頭 教務 研修  

学年主任 指導教員等 

 

学校の共通課題に基づいた授業改

善を柱に、校内研修の活性化を図る

とともに、人材育成に向けて組織的

な取組を行う。研究の成果と課題を

明確にしながら効果的な初任者指導

のモデルを確立する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

校 内 研 修 

○学校の共通課題に基づく授業改善→同一ス

タイルの確立（４点セットの活用） 

○ОＪＴによる人材育成 ミニ研修会の実施 

○１年間の成果と課題の検証 
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業

公
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授業改善の視点 

キャリアステージに応じた人材育成、教職員全体の授業力向上  

授業評価を生か

した授業づくり 

個
人
評
価
票
・
自
己
評
価
票
に
基
づ
く
評
価 

 

課
題
の
把
握 

改
善 

授業実践における指導 

○各教科指導における基礎技術（授業づくりと評価の手引きの活用） 

○板書型指導案による授業づくり ○学習力向上に向けて 

○授業評価による授業改善 ○他校の校内研修会への参加  

〇若手教員によるミニ研修会 〇ベテラン・中堅教員の授業参観 

〇学力向上推進リーダー、推進教員による指導 授業参観 

〇市町主催の教師塾等への参加による自主研修 

 

児童・生徒との関わり 

〇児童生徒理解の実際（心情に配慮したコミュニケーション） 

〇個別指導と集団指導の実際（いじめ、不登校児童生徒への適切な指導、支援） 

 

地域と連携し

た人材育成 

 

○ＣＳ関係者と

連携した育成

目標の共有 

 

○研修会への参 

加 授業参観 

授業評価 

 

〇学校運営協議 

会の意義 

 

〇学校評価・授

業評価の活用

方法 

 

〇保護者・地域

の方との適切

な関わり方 

 

○ＣＳ関係者と連 

携した成果と課 

題の共有 

 

授業における生徒指導 

初任者育成担当者会議 初任研担当連絡者協議会（事業目的・取組方法・評価方法の共通理解 育成の具体 効果的な指導体制の追究 成果課題の共有）スペシャリスト会議 1000日プラン担当者会議 実践研修会 

〇初任者の課題の把握 校内 

体制の整備 

○研修計画、育成目標 の設定

（人材育成方法の共通理解    

視点の共有） 

○個人評価票に基づく定期的 

な評価・支援 授業参観によ 

る専門性の測定 

○初任者研修進捗状況の確認、 

評価、改善 

○研究の成果と課題（初任研指 

導のあり方 モデルづくり） 



 

５  ○成果  ●課題 

（１）初任者研修の実施体制について 

①学校全体で初任者を指導する体制の整備状況及び意識の醸成 

人材育成校内会議の定期的な開催 

○課題、育成目標、具体的な指導方法を共有することで、初任者指導に向けた全教 

職員の意識の醸成が図られ、協力体制が強化された。 

 

   全教職員による授業公開・学級公開 

   ○積極的な授業公開を行うことにより、初任者を育てながら自らの授業力や教師力 

の向上をめざそうという意識をもった教員が増えてきた。 

   ●初任者の育成環境を考えた場合、校内研修の充実、一人ひとりの教員の授業改善 

    に向けた意識改革、授業力向上が必要となる。今後も、校内研修の活性・充実に 

努め、他の教職員の姿から学ぶことができるような育成環境の整備を図っていく 

必要がある。 

    

初任者評価について 

○評価の視点を共有することで、全教職員が共通のものさしをもって継続的に初任

者指導にあたることができ、評価結果を具体的な指導に生かすことができた。 

 

 



 

 

 

 

６月 １０月 最終

全般
職責の
自覚

評価

家庭学習

そ の 他

学級経営

家庭・地域
等との連携

0 0 0

６月

１１月

１月

別紙様式１　　初任者育成に係る個人評価票（１年次）

評価の観点　　４：優れている　３：よい　　２：改善が必要　　１：課題がある

① 児童生徒に対して深い愛情をもって接し、教員としての使命・誇りを持ち、
　　謙虚さ・素直さ・誠実さを忘れず、専門性を高めようと努力できる。

学
習
指
導

授業計画

⑭　日々の生活における健康・安全に十分留意した指導を行うことができる。

④　授業における基本的な学習態度を身に付けさせるよう、学習規律の確立
　　に向けた適切な指導ができる。

⑤　授業のねらいを明確に示し、授業の流れをまとめ、内容理解を支援できる
　　よう、板書等の基本的な指導技術を身に付ける努めることができる。

⑬　外部機関や保護者・地域等との対応が適切であり、言葉遣い等にも気を
　　付けることができる。

　　年度

生
徒
指
導

児童・
生徒理解

⑨  笑顔と温かい声かけで児童生徒に接し、心情に配慮したコミュニケーション
　　に努めることができる。

⑩　児童生徒が正すべき点には毅然とした態度で接し、的確な指導に努める
　　ことができる。

⑪　いじめなどの問題行動等の指導、不登校や障害のある児童生徒への
　　きめ細かな支援などに積極的に取り組むことができる。

学
級
経
営
・
そ
の
他

⑫　基本的な生活習慣の確立に向け、日常生活（清掃、給食、朝・帰りの会、
　　健康観察、休み時間の過ごし方など）に係る指導に取り組むことができる。

そ の 他

評価視　点

項目 区分

⑮　他の教職員と連携しながら、教育活動を進めることができる。

⑥　児童生徒の思考を活性化させ、発言を促すような発問の工夫ができる。

⑦　評価を、今後の授業改善や児童生徒の学習意欲の向上に生かせる。

⑧　次時の学習につながる家庭学習を仕組み、家庭学習ノートを活用するなど、
     児童生徒の自主的な学習態度の育成に取り組める。

授業の
実施

校務分掌 担当教科等

②　教材分析を行い、教材、教具を工夫するなど、児童生徒の実態に応じて
　　興味・関心を引き出す準備ができる。

③　全員参加の授業づくりに努めるとともに、個別指導やグループ別指導など
　　指導方法を工夫し、 個に応じた指導の充実を図ることができる。

26

担当学年

勤務校

所　　見（成長した面や課題を端的に）

氏名

評価者用



②初任者に対する負担軽減の方策 

   小学校における教科担任制（授業交換） 

○授業交換を実施することで、教材研究時間の確保・充実につながった。同じ授 

業を数回実施することで、反省を実践に生かすことができ、授業力向上につな 

がっている。 

 

   小学校副担任による多学年における教科指導 

   ○副担任は、時間的に余裕があるため、教材研究、事務処理にゆとりがあり、授 

業参観等も頻繁に行うことができた。 

   ○全学年の複数の教科指導を経験できたことで、発達段階に応じた支援のあり方 

や教科の系統性について学ぶことができ、来年度に対する不安感が薄らいでい 

る。 

   ●副担任は、どの学年にも所属していないことで、不安感を常にもっている。ま 

た、自己有用感・自己存在感を高めにくい。また、生徒指導的な技術を学ぶ機 

会が少ない。 

 

   校務分掌の軽減 

   ○中堅、ベテラン教員と複数、ペアで校務を担当させることで負担が軽減され、 

精神的なゆとりが生まれている。また、仕事の手順や方法を先輩教員から具体 

的に学ぶことができ、自信をもって校務に取り組めるようになってきた。 

 

   中学校における支援体制 

   ○学級担任には、学年主任や指導教員を副担任に据え、相談支援体制の充実を図 

ったことで、積極的な生徒指導の必要性や重要性に気づくことができ、自分の 

学級経営に役立てている。 

   ○副担任は、指導教員をはじめベテラン教員が担任するクラスにおいて、学級経 

営のあり方や道徳の指導方法について具体的に学ぶことができている 

   ●副担任は、個々の生徒理解、学級の状況把握が不十分なため、生徒指導面で戸 

惑いが見られる。生徒との人間関係づくり、学級集団の実態把握に関する研修 

を充実させる必要がある。 

 

③加配措置による初任者の状況把握 

○指導教員が、日常的に校内で勤務することにより、初任者の状況をきめ細かく 

把握することができ、適切な指導・支援がなされている。そのことが、日常的 

に「相談できる」という初任者の精神的な安心感を生んでいる。 

   ○指導教員が、初任者と関わる他の教員と日常的に情報交換ができ、様々な視点 

から初任者育成に取り組むことができている。 

 

④その他（２年次、３年次教員等との関わり） 

○初任者と若手教員との互見授業、ミニ研修会の実施により、学級経営や学習指 

導など実践交流できる場が設定され、気軽に日頃の悩みを相談できる雰囲気がで 

きている。 

 

（２）研修等の内容について 

①授業力向上に向けた研修の充実 

学習指導の基本資料（４点セット）を活用した授業づくり 

○資料に基づいた具体的な研修が展開でき、日々の実践に役立てることができた。



資料に沿った研修を進めることにより、初任者も指導教員も同じ視点で研修を進

めることができた。子どもの具体的な姿に基づいた研修を実施していくことが必

要である。 

○板書型指導案による授業づくりに努め、指導案をもとにした授業研究を実施する

ことで、授業力が少しずつ身に付いてきている。 

  

 

ＰＤＣＡによる具体的な研修の実施 

実態              振り返り 

                把握               反省 

 

 

 

 

                

課題解決            具体的な改善策 

               成  長 

 

 

 

 

    毎時間の生徒による授業評価 

   ○毎時間の授業評価の分析を通して、常に生徒と向き合う姿勢を習慣づけることが

できた。 

   ○各項目の評価点や疑問、感想などをもとに自分の授業を振り返ることにより、授

業改善の視点を見つけ、次時の実践に生かすことができた。 

子どもの具体的な姿 

・学力 ・体力 ・生徒指導 

・生活習慣  等 

 

課題解決に向けた教育実践 

・授業  ・学級経営 

・家庭との連携 

４点セットを

活用した研修 

具体的な実践

子どもの姿を

通して 

子ども・保護者・地域 

管理職・指導教員・同僚職員 

 

の評価 

喜び・やりがい 

   ↓ 

意欲 



 

 

②ユニット型研修の推進（地域と連携した初任者育成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共通の項目 

授業の質の向上 

・生徒の目線 

・保護者の目線 

・地域の目線 

  を授業に反映 

  を授

業に反映 

毎時間の授業評価表 



   ○校内研修に保護者・地域が関わることで、中堅・ベテランの授業改善に対する意 

識改革、学校全体の人材育成が図られる。 

   ○校内研修の活性・充実に伴う授業改善により児童・生徒の学力向上が図られ、子 

どもの成長、安定が初任者育成においてよい効果をもたらす。 

 

（３）その他 

①学校の選定について 

本県の現状と課題を考えれば、今後も初任者の育成環境整備を重点的に図ってい 

かなければならない。初任者育成に適した育成環境とは、次の 3点が主に考えられ 

る。 

 

・課題解決に向けた全教職員による組織的な取組がなされている学校。 

・授業改善に対して前向きに取り組まれている学校。 

・地域と連携した人材育成がなされている学校 

 

    管理職のリーダーシップのもと、全教職員がチームとして協働し、お互いに向上 

するという意識をもって課題解決に向け取り組んでいる学校に初任者を継続的に配 

置していきたいと考えている。 

 

   ②２年次、３年次教員との関わり 

    市教育委員会ごとに若手教員を集め、学習指導、生徒指導など、実践力向上に向 

けた研修会を実施している。 

 また、学力向上推進リーダーが配置されている学校で定期的に研修会を実施し、 

授業力向上に向けた取組を進めている。 

 初任者同士の連携が図られ、日頃の悩みを気軽に相談するなど、よい関係が構築 

されてきている。 

６  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  山口県が地域教育力日本一の実現に向け、先進的に取り組んでいるコミュニティ・ス 

クールを活用した人材育成に取り組み、その成果と課題を検証しながら山口県版初任者 

 育成モデルを作成していきたいと考えている。 

 

 

 

 

 

人材育成ユニットを活用した初任者育成モデルの確立 

―山口県版初任者育成モデルの共有― 

○ＣＳ（コミュニティ・スクール）を活用した人材育成のあり方 

 ユニット型研修の推進   

○1 年次と 2年次の初任者の比較・検証による研修体制の見直し 

○小学校における教科担任制（授業交換）の工夫 

○複数の学年に関わらせることによる教科指導における専門性の検証（小副担） 

○中学校における毎時間の授業評価（成果の検証） 

○中学校における特別支援教育に関する研修 
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